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経済学研究 36-3
北海道犬繁 1986.12 

外貨表示封務諸表換算会計の再編過程

アメリカ多罷籍金業の海外子会社の連結問題

来出祐司

ーはじめに

1985年9Rl22悶にニュ…双ークで開保された

5か国蔵相*中央銀行総裁会議体 5)

以降，為替相場は急激な円高ドル安の方向に進

んできている。これにより，

は諜鶏な業主費不振に落ち入り，海外現地生産の

拡大や部品・材料の海外調達の増大などにより

円高の影響を軽減しようとしている。他方，輪

入産業での日高差議還元は社会的な問題とじて

取り上げられてきている。日々の為替紹場の駒

舟が今日のように広い社会的関心さと集めている

のも，企業の事業活動の関譲住が拡大している

からである。

企業の事業活動の額際化は，外貨建取引(輸

出入取引等〉や外貨建金融取引 (外縁建の借入，宝寄

付毒事〉 の機会合増加さ売会るばかりでなく，海外'

における支や子会社を溜しての毒事業活動の投

割の盤要性を増大させた。このような外貨表示

の情報は，本閤通貨に換聾されて本国毅会社の

構報として用いられなければならない。それゆ

え，外貨建取引や海外支府，子会社の外貨表示

財務語表の換算に用いられる為替相場の変動

広換葬後の表示額を大きく変え，企業の財政

状態および経営成畿に及ぼす影響も大きい。

1973年に主要各闘の通賞が変動相場制jに移行

して以来，間際経携のやで重要なれレ

;場をみても1970年代後互いにドル安のどーグを辿

え供1980年代前半には逆較してドル高となり，

さらに現在は前田以上司〉ドル安傾向となってき

ているO このような為替相場の短期的で大幅な

振様安経験するなかで，海外事業活動議どいかに

本昌通銀に換禁ずるかの外貨換算会計は鱈醸的

に重要な開題となっているのである。

特に，各隣の会計義準惣震に大会な影響を与

えているアメリカにおいては，外貨換算会計の

前鶴は1970年《から現在家で大きな論議を引き

起こしている領域である。その第一段階として

アメヲカの財務会計基準審議会 (FASB.

ヌド稿の末尾に略語表があるので利用されたい)は，

1975年に財務会計基準欝第8号 (SFASNo.8) 

「外焚建取ヲ!と外紫表示財務諸表の換算会計Jl)

し，詑来，外貿換算会計の実務において

承認されていた多様性を排し，外貨換算会計基

準の統一イちを図ってきたのである。

しかし， ここの SFASNo. 8はその発表時か
ら強い反対を受け，結局わずか3年後にはその

改正を検討ぜざるを得なくなったのである。そ

の結果，第ニ段階として SFASNo. 8の6年
後の1981年に発表された財務会計基準書第四号
(SFAS No需給)f外貨換算J2)が現夜のアメ Diちの

外貨換算会計基準として効力を有することにな

っている。これはアメリカの外貨換算会計の基

本的な姿勢の転換であった。しかもこの SFAS
No. 8の失敗は，苧隷な会計ι スタブジヅ
シュメント批判三きであるブリ口 7 (Abraham J. 

1) SFAS No. ふ.Accounti:多zgfor the Translation 
。fForeign Currency 1γ'ansations and For欄
eign Currency Financiα1 Statements， October， 
1975. 

2) SFAS NO.5ふForeignCurr綿 cyTr，側 slation，
D邑C告mber，1981. 
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Briloめがこれを評して， 8とL、う数字はFASB

のメンバーにとって二度と聞きたくない数字と

なったとのべているように円 アメリカの民間

会計基準設定機関としての FASBの権威を脅

す程の挫折でもあったのである。

わが国の企業会計においても， 1979年には企

業会計審議会の「外貨建取引等会計処理基準」

が発表されて外貨換算会計の充実化が図られた

が，国際化に伴いアメリカの SFASNo.52に

準拠した会計処理を行う企業も多い4)。そのた

め， SFASNo.8やSFASNo.52に対する研究

成果が多く発表されている九 しかし，アメワ

カのこの分野の会計基準の再編過程を探求して

いくにつれ，多国籍企業の海外子会社に対する

経営姿勢の違いこそが外貨換算会計における意

見の対立の基礎にあることが明白となる。新た

な会計基準の設定はその時代の社会的要請を強

く反映せざるを得ないことを考えるならば6)

企業の多国籍化の進展による経営戦略の新たな

3) Abraham J. Briloff， The Truth About Cor-
ρorate Accounting， Harper & Row， Publishers， 
1981， p. 50. 
4) Il'会社の決算と開示一有価証券報告書の体系的分
析』企業会計別冊， 中央経済社， 1986年， 540ペ
ージにおける1985年の調査によると， 145社中83
社がわが国の『外貨会計基準』に定める方法， 25 
社がアメリカの SFASNo. 52による換算方法，
37社が決算日レート法を採用していると報告して
いる。なお， 日本の外貨換算会計の整備過程につ
いては， 菅原秀人「外貨建て金銭債権・債務の会
計処理について←)JIl'会計』第128巻第1号， 1985 
年7月，同「同(斗J同，第128巻第4号， 1985年
10月，および同「同JIl"経済学研究(北大)11第35
巻第4号， 1986年3月が詳しい。
5)最近において発表された外貨換算会計を扱う著書
としては， 国際会計論の立場からは，染谷恭次郎
編著『国際会計論』東洋経済新報社， 1984年，吉
田寛， 隅田一豊編著『国際会計要説』税務経理協
会， 1984年などが挙げられる。また連結会計の立
場からは， 曾田義雄編著『企業結合会計』中央経
済社， 1985年がみられる。
6)この視点は， 拙稿「セグメント別財務報告をめぐ
る米国会計基準設定構造の特質H経済学研究(北
大)11第34巻第3号， 198蛸三12月において， アメ
リカの連結財務諸表制度のなかでのセグメント別
会計基準の設定過程の分析で展開されている。

展開が外貨換算会計の領域にどのような影響を

与えたかを知ることは重要で、ある。これは連結

財務諸表の目的の基礎概念にも関わる問題であ

る。しかし，管見によれば内外の研究成果では

多国籍企業の経営戦略の違いから外貨換算会計

基準の再編を明確にとらえる研究は十分に行わ

れていないと思われる。

それゆえ本稿では，外貨建取引(輸出入取引，

金融取引等)と海外支居，海外子会社，関連会社

における外貨表示財務諸表の換算というこつの

外貨換算会計の領域のうち，本国親会社の海外

子会社に対する経営戦略に関わる連結財務諸表

作成の視点から，外貨表示財務諸表の換算問題

に焦点を当てて外貨換算会計基準の再編過程を

検討していきたし、。外貨換算会計基準がアメリ

カ企業の海外事業戦略に大きな影響を与えたが

ゆえに， SFAS No. 8は最も論議の多い会計基

準のーっとなったのである。

以下二節で1960年代までの固定相場制下の外

貨換算会計の特質を析出し，ヨ節以下で変動相

場制への移行という経済環境の変化の下での海

外経営戦略の特質と外貨換算会計の再編過程と

の関連を分析してみることにする。

一 国定相場制下の外貨表示財務諸表
換算会計

1975年に FASBが SFASNo.8を発表す

るまでのアメリカの外貨換算会計は，特に第二

次世界大戦以降のドルを基軸通貨とした回定相

場制下で整備され，継続してきたものであっ

た。

固定相場制下の為替相場はほぼ安定してお

り，また特定通貨の平価切下げや切上げ時に

も，その為替相場の変化が換算を通じて企業の

財務諸表に与える影響の予測は，現在の日々為

替相場が変わりうる変動相場制の下よりも容易

であったと言えるだろう。ゆえに， 1960年代ま

でのアメリカの外貨換算会計の領域にみられる

進展は，かなり長期的で緩やかなものであっ
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た。

しかし，外患為欝市場が安定性を失っ

は外貫換算会計処議設が常に問題となってきて

1. ¥)，;i 0 その端初は1930年代にド、/レ相場が不安定

となった時代まで遡ることが出来る。 1931年か

ら1932年にかけて一般にドルの為替給場が上昇

した時，アメ1)カの会計基準の整備に着手して

いたアメザカ公認会計士協会 (AICPA)

手続特別委員会は， r外国為替差損J と題する
した。さらに， 1934年にドル懇場

が下帯してきた時には， r外霞為替幾益の会
に関する覚欝jと題する報告書を出して，

相場の変動の結果生じる為替差損益の処裂の報

告基準をど明確にしようとしていたわ。

このニつの報告警で勧告された外資換算方

法がその後アメリカの外貿換算方法でー設的

となった流動・非流勤務 (cur問 nt-noncurr悲泌

総ethoめである。これは流動資撲が読動負債合

議選する場合，純読欝資産主ど手まずるものとさ

れ， この場合， ドノレの為替担携の上昇は為養差

損を，他方わし桜湯の下帯は為番差殺を生ぜし

める方法である。

その後， AICPAは会計基準を盤備する

として会計手続委員会 (CAP)

ぜたが，その CAPは1939年に早くも会計研究

公報第4号 (ARBNo.4) r外罰事業活動と外題
を発表した。この ARBNo.4では，先

の特別委員会のこつの報告書の勧告の題言を引

き継いでいる。 1949年には，多くの国の通紫で

広範かつ大観な乎棚切下げが行われたため，

1950年にAICPAではこれに対略すべく外貨換

算，議結処理および財務諸表作成に関ナる覚書

な「外需通紫の平価切下げから生ずる会計爵

として発表したhJ

7) Leonard Loren語悲n，Accounting Research 
Study No. 12， Retorting Foreign Oterations 
0/ U. S. Comtanies in U. S.Dollars， American 
Institute of C告rtifiedPublic Accountants， 
1972， p. .6. 
8) lbid.， pp働6叩7.AICPAの覚書は，“Accounting
Probl阜msArising from Devaluation of For-
eign Currencies，" The Journal 0/ Account. 
ancy， J諮問ary，1950， pp. 34-38を参照のとと。

この覚書と先の ARBNo. 4 をど統合したの

会計研究会報第組長予第12章 (ARBNo. 43， 

Ch. 12) r外関事業活動と外爵為替Jであり， こ
れは1953塁手に発表会れている。この ARBNo. 

43， Ch. 12は， 1965年に会計原期審議会意見書

第6号 (APBOpinion No. 6) r会計研党公報の
地位jの第18段落 (para.18)による若干の修正

を受けたが， 1975年の SFASNo. 8の発表時

までアメリカの外貨換葬会計において，…殺に

認められた会計謀則としての権威を有してき

た。すなわち， 1931年の特別委員会の報告書以

来， 1975年まで流動・券裁動法がアメ予〉きの外

貨換算会計挺務における主誌となっていたので

ある。

ARB No. 43， Ch.臼が連べている換繁方法

の下では，諾勤続産および、議欝負債は決禁日レ

ート (curr号沿trate)で， さらに非夜勤資産およ

び非流動負債は取得・発生日レート (historical

rate，以下取得日レート)で換算される。それゆ

え，為替慈損益は流動資産と諾務負蜜に適用さ

れる決算日レートの変化によって生じる。圏定

資産や長期負債のような非諾動項目はその処分

や決済の時まで為替相場の影響を受けることは

ない。この為替差損益の会計処理として，

の為替接調およびさ発議した為替議設は発生年農

の費用と絞益として認識するが，未実現の為替

差益は繰り延べられ，過去あるいは界来の為幸子

と拐殺するという保守主義的会計処蓋を認

めている (ARBNo. 43， Ch. 12， p波乱.11)。

また， これらの一般原則に対ずる例外規定と

して，特溜の状挺下の議卸資産は取得尽レ…ト

で換算することが認められている (para.16)。

さらに，為替レ…トの大幅かっ長惑的な変化の

産能に取得した調定資産fC関連して発生した長

期負震や掠式に対しては，新しいレートを用い

ることが出来るとしている。この差額分につい

ては国恕資産の数得原価も調整することにな

っている(para.12， 18)。

このようにかなりの弾力性を宥する流動・非

流動法に対して新たな外貨換算方法である
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幣・非貨幣法 (monetary-nonmo設計註rymethod) 

が1950年代中葉から議場してきた。この換

方訣は， 1956年にヘタプワース (SamuelR. 

Hepworth)..により提唱され，次いで唱1960年には

全米会計土協会 (NAA)の研究報告書中にも取

り込まれた。ヘッブワースの研究は，初耳うての体

系的でト分析携な外貨換算会計藤究の試みとして

評価されよう oヘップワ…スの研究では， ARB 

NO.43で採用した読欝・非流動の陸部を離れ，

貨幣・非貨警警の区間9)を基礎としたアブローチ

が勧脅されている。すなわち，資幣資産および

貨幣負撲は決算日レ…トで，非貨幣資産および

非賞幣負債は敢得日レ…トで換算しようという

のである。

これにより，流動・非流動法とは災なり，非

となる機鍔資産は取持日レートで， さ

らに貨幣項百となる長期負壊は決算日レ…トで

換算されることになる点に特散がある。ま

為欝差損益の処理にまざし、ても ARBNo. 43と

り，それらが実現したものか来実現のも

のかに関わりなく，発生年療の利益計算におい

て即時認識すべきであるとしている。ここれは

NAAの研究報告審でも同様である。

NAAの研究報告惑では，資箆， 負債を議

・非流動とL、う区分で分けるのは貸借対照表

上の開示昌吉きには合致していても，外貨換算の

際の拡分?こ捻不適切で苛あると批判し，ヘッブワ

ース問様の貨幣・非貨幣り区分合採用した。し

かし， この区分私畿にいわゆるテンポラノレ法

(temporal m思thod) した口…レンセン

9)ここで言う焚幣資産と貨幣負債とは，契約などで
外貨によりその額が固定されているものをk指す。
このような項協には， !車道E，金銭受取僚機および
後遺奪がある。一方の非貨幣E疑問のなかには， (1)j丞
去に支払われた涼織を表わす棚卸資産，株式投
資， 有形鴎定資霊童および繰延資鼠 (2)奴売契約に
よる前受金と前受賃貸料， (3)繰延税額控除のよう
な以前の雲費用の減少分および給資本金があるo
Accounting PrinciJ父母語 BOard， Extosure 
Drajt-Translating Foreign Operatioおら De-
cember 20， 1号71，para. 6 CFinancial Accounting 
Standards Board Public Record， 1973-Vol. U， 
予p.70-71).

(Leonard Lor出器部〉によって，畿建議践の換算

レ…トを決定する際の官接的嘉郎としては未だ

不十分であると批判されていくのであるo

NAAの報告書が発表された時点では，ほと

んどの全議が読動・非流動法をF若いていた。し

かし，その後貨幣・非紫幣法および期部資産は

日レートで換算するとL寸流動・非誼動法

との複合翠を鋒舟する企業が増加してきた。そ

れゆえ，これらの食業実務を追認するために，

APBは1965年に OpinionN o. 6を発表し，

f長期農機および積務は決算日レ…トで換算さ

れるのが多くの場合適認であるJ(APB Opinion 

No. 6， para.l8)と表現することになった。この

ARB No. 43に対する修疏?とより，実紫的に貨

幣・非紫幣法もアメリカの外資換算会計のなか

で認められることになった10)。しかし，その場

合でも会計実務においては，ヘッブワースや

NAAの研究報告書が主張したように，

損益さと発生年度に時時認議換するのを灘け， ARB 

No.43に詫い為欝差益を繰り延べる食業もみ

られた1九

さらに新しし、換算方法が1960年代議半のイギ

ヲスにおいて注尽されるようになってきた。こ

れは決算日レ…ト法 (curre批自民主nethod)

あり，現在のアメリカの会計基準が探舟してい

るものであるo この方法は，海外子会社の全て

の資産と魚蜜を決算日レートによって換算しよ

うとするものである。 1967年のイギリス・ボン

ドの大幅な王子相却下げに薩商し，イギヲス勅許

会計士と協会 (ICAEW)は， 1968年に基準欝N25

f外醸議貨のポンドに対する乎舗の大隅な変惑

に対する会計処理jを発表した。そこで， i正

常な状況においては， w歴史的レートJ法およ

び『決葬臼レート』法のいずれも広く用いられ

るべきであり，実務においては両方法が題等に

10) F ASB， Discussion Memora符dum-Accounting
jor Foreign Currency.Translation， Appendix 
B， February 21， 1974 (FASB Public Record， 
1976-V 01. II， p. 62). 
11) APB，島osぉreDrajt，oかcit.， para. 7 (F ASB 
P軒blicRecord， 1973…VoL H， p， 71). 
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表2ー1 1973年において貸借対照表および損益計算書の換算に用いられた方法

1. 貸借対照表 2. 損益計算書

流動・非流動法 158 平均レート法

貨幣・非貨幣法 減価償却費を除く全勘定

棚卸資産は取得日レート 51 
棚卸資産は決算日レート 35 

決算日レート法(固定資産は除く 96

「適切な」レートを使用 34 

その他の方法 17 

使用方法が開示されていない

外国事業活動に触れていない

会社総数

46 

163 

600 

項目について

全勘定項目について

その他の方法

使用方法が開示されていない

外国事業活動に触れていない

。，U
A
u
n
o
n
u
d
q品

川
崎

3

2

3

6

nノ
-

噌

E
A

噌
E
A

会社総数 600 

出所)American Institute of Certified Public Accountants， 1974 Accounting Trends & 
Techniques， 1974. p. 290. 

認められる」とした問。

1970年には，スコットランド勅許会計士協会

(ICAS) も研究報告書「国際的な諸通貨の為替

相場変動に対する会社諸勘定の処理」を発表し

た。 ICASの場合は， ICAEWよりも進んで外

貨換算方法としては決算日レート法をより選好

した問。しかし， この決算日レート法が純粋な

形でアメリカの会計実務に受け入れられること

は少なかった。というのは，アメリカの企業で

は表2-1にみられるように，固定資産を取得

日レートで換算する形がとられていたからであ

る。

この表2-1では， 1973年時点での外貨換算

実務の状況を示している。今までみてきたよう

な外貨換算会計の展開は，多くの換算方法を生

み出してきたが，それらは企業が唯一準拠すべ

き会計基準となるには強制力を欠いていたため

に，会計実務において多くの異なる換算方法が

併存することになったのである。しかも，流

動・非流動法，貨幣・非貨幣法および決算日レ

12) F ASB， Discussion Memorandum， op. cit. 
(FASB Public Record， 1976-Vol. 11， p. 63). 
ICAEWが挙げている「歴史的レート」法は，流
動・非流動法とほぼ同じ結果右どもたらす。しか
し ICASの場合は，非流動負債は決算日レート
で換算される点が異なる。 Lorensen，oρ.cit.， p. 
36. 
13) F ASB， Discussion Memorandum，。ρ.cit. 
(FASB Public Record， op. cit.， p. 63). 

ート法の3方法の他にも，それらの聞の複合型

が存在したために，企業間による会計実務の違

いはさらに拡大していった100

このように多様な換算方法が存在したアメリ

カの外貨換算会計が大きな転機を迎えることに

なったのは， 1960年代後半から1970年代初頭に

かけての国際通貨体制の大きな混乱によってで

あった。すなわち，相対的にドルが強かった従

来の固定相場制の下で、行われてきたようなアド

・ホックな対応1めでは，多国籍化し，外国事業

活動の重要性が増加し，外国為替市場が短期的

に大きく変動するようになった当時の経済環境

の下での企業の外貨換算方法に対する要請に適

14) SF AS No. 8発表以前の時期における企業の換
算方法を調査したエバンス (T.G. Evans)，フォ
ークス何人R.Folks， Jr.)およびジリング (M.
Ji11ing)の3氏の場合は，調査企業156社で，流
動・非流動法54社 (34.6%)，流動・非流動法(長
期債権，債務は決算日レート)10社 (6.4%)，貨
幣・非貨幣法22社 (14.1%)，貨幣・非貨幣法(棚
卸資趨は決算日レート)41社 (26.3%)， テンポ
ラル法7社 (4.5%)，決算日レート法4社 (2.6
%)， その他および無回答18社 (11.5%) であっ
たと報告している。表2-1とは換算方法および数
値の違いはあるが，これによっても SFASNO.8 
以前の企業聞の実務の多様性は明らかである。
Thomas G. Evans， Martin E. Taylor & 
Oscar Holzmann， International Accounting 
And Rφorting， Macmi11an Publishing Com~ 
pany， 1985， p. 172. 
15) Lorensen，。ρ.cit.， p. ix. 



6O(おり〉 経済然研究 36-3 

切に応えることが出来なくなってしまったので、

ある。そのために， より告括的で合理的な会計

表基準の必要が叫ばれるようになったのである。

この1970年代の変動相場制下での外策換算会計

の問題を次にみていこう。

一変動棺場制下の外貨表示財務諸表

換算余計

1. 9:ー担ッバ向け海外臨接投資の議増と

外貨換算問鰯

アメ翌〉むの外貨換算会計において初めて懇話

鈴かつ合理的な会計基準の設定の追求に向けた

努力がなされたのは， 1970年代に入ってからで

ある。この時代には，第二二次世界大戦後長窮に

豆り継続したわし主導の閉ま定相場舗が様壊し，

ドルの全般的極値下務と主要各閣の通貨の変動

相場復j移千?という従来にはない変化を経験し

た。この国際通貨鵠度の混乱と変{とは，すで、に

アメリカの企業が深く悶際的事業活動に携わっ

ていたために，広範屈に遥努な外貨換算会計基

準を求める強い社会的要請をよ出してきた。

現在まで鋭く外貨換算会計の論争は，アメリカ

企業による外国事業活畿の拡大と，外密為替相

場の不安定性のなかで生じてきたのである。

アメジカ全議の外国事業活動の拡大合会計報

告の側諮からみると， AICPAの会計実務祷斉ー

では，外閑事業活動への投資を報告する

1947年時点で525社中の35%からお年後の1971

年に泣600社中の74%へと誌大している18〉c ま

た，これをアメ予カの海外蹴接投資累積額の推

移でみると，醤2…1のように1950年以降急激

に伸びてきており， 1950年における 118露わし

が鈎年後の1970年には755億ドルとなり， 1950 

年代念還して約2.7倍， 1960年代では2.4倍と

増加してきたの

その伸び率はさら

16) Ibid.， p‘1. 

る。しかも， 1970年代には

きく，この10年間だけで

2.9倍に拡大している その結果， 1982年に

はアメヲカヌド関の総輸出額(2，112僚ドソレ)に

対し海外子会社出資比率50%超)の総輪出額

(3，0421隊ドソレ〕が約五5倍となるという状況な

生んでいる問。

このような海外直接投資の規模の拡大ばかり

でなく，投資先地域と産裁構造の性務も大きな

変化合みせている。罰2…2で、泣，アメリカの

海外遊接投資がどのような地域に向けられてき

たのか私 1950年から1982年までの32年鍔の変

イヒでみようとしたものもである。 1950年にはわず

かながらも発畏途上関への投資が先進国へ掲げ

てのものに比べて多くなっていた。地譲的に

はラテンアメヲカ38.8%とカナダ30.4%が特

に目立つものとなっている。しかし， 1960年代

以降に新たな傾向がきを.じてきた。すなわち，海

外直接投資が西三一将 yパや日本のような先進

悶に集中するようになってきたことに特徴があ

り， 1982年になるとこれら先進国で海外藍接投

資金体の73.7%iJr占めるに三怒っている。これは

ヨ-1"ヅパ語酉，特に EC諸欝やスイスへの投

資の増大が大きく貢離していることな物語って

いる一方で，かつての主たる投資先地域であっ

たラテンアメヲカやカナダ、への投資はその伸び

まってきたことを示しているのである。

さらに，このような先進悶に集中する海外直

接投資がどのような燦業構造合終っかを関ゑ

3でみてみる ξ，主として髪造業がアメ!l;b企

業の轟外直接投資増加の猿引率的役離を果たし

てきていることがわかる。製造業のなかでも機

械， 島撃さ主主石油化学などの先端技術産業が重

要注を増している。さらに，近年においては，

製遣業を補完，支援する役割を誇って，本間親

会社や語外子会社の生藍物を巌脅する海

r"さらに金融サーグィスセ提供する議券，保
17) U. S. Department of co綴m母rce，International 
Direct Investment， U. S. Gov母rnmentPrinting 
O包ce，1984， p. 11， 74. 
18)通商E長楽寺弘 f透蕗陶芸懇一昭和61年版i大蔵翁印
刷局， 1986塁手6月， 226ぃ229ページ。
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図2-1 アメリカの海外直接投資累積額の推移

(JOf車ドル)

200 

1897 1929 1935 1950 1960 1970 1975 1980 1981 1982 

出所)U. S. Department of Commerce， International Direct Investment， U. S. Government 
Printing Office， 1984， p. 11. 

図2-2 1950年と1982年における地域別アメリカの海外直接投資累積額

*-.fr.額118億ドJレ
1950年

ア7リカ

2.3% 

総額2.213億ドノレ

1982年

注)先進国の「その他」には，日本，オーストラリア， ニュージーランド， 南アフリカが

含まれる。全体での「その他」は，パナマ， リピ、エラ等の船籍を持つ船舶への投資。

出所)Ibid.， pp. 49-50， Tab!e 8から作成。
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図2-3 1950年と1982年における産業別アメリカの海外直接投資累積額

証券・保険・銀行業

3.6% 

総額118億ドル

1950年

製造業

41.0% 

1) 
石油
25.2% 

総額2，213億ド/レ

1982年

1)探査，生産，精製，加工に分類される事業活動。

2)農業，鉱業，輸送，通信，公益事業，上記1)以外の石油関連事業活動が含まれる。
出所)Ibid.， p. 12， Figure III. 2 and pp. 53-54， Table '10. 

険，銀行という金融業部門の海外子会社への投

資が増大している 19)。

上述のことから，近年のアメリカの海外直接

投資は，製造業とその関連産業を重点に置き，

西ヨーロッパや日本のような先進国に向かう比

重が年々増加してきたと言える。しかも，この

先進国の通貨が1973年にはほぼ変動相場制に移

行しており，それが企業の現地通貨建で行われ

た設備投資や資金調達を反映する海外子会社の

外貨表示財務諸表のドルへの換算方法次第によ

って，大きな為替リスクを生む原因となったこ

とは注目すべき点である。

国際通貨体制の混乱は， 1960年代後半におい

てのイギリス・ポンド (1967.11. 18) およびフ

ランス・フラン (1969.8. 10) の平価切下げや

ドイツ・マルクの平価切上げ (1969.10. 26)に

よっても改善されず， 1971年5月9日にはドイ

ツ・マノレクとオランダ・ギルダ}が固定相場制

を脱し，スイス・フランが平価切上げを行うと

19) U. S. Dep. of Commerce， op. cit.， pp. 12-13， 
pp. 53-54.このアメリカの海外直接投資の動向
は，亀井正義「多国籍企業論』ミネルヴァ書房，
1985年，第2章において詳細に分析されている。

いう末期的症状を呈するようになった。このよ

うな状況は同年8月15日のニクソン大統領の新

経済政策の発表によるド、ルの金先換停止処置に

よって一層拡大した。その年の12月17日から19

臼にかけてワシントンで行われた G10蔵相会

議は，この状況を打開し，通貨安定を自指した

ものであり， この会議で出された合意(スミソ

ニアン合意)に基づく多国間通貨調整により，一

時安定を取り戻したかのようにみえた国際通貨

体制も1973年初には再び混乱し，ついに固定相

場制は終わりを告げた。

先進主要各国の中では，カナダがいちはやく

1970年6月1日に変動相場制に移行した。、イギ

リスはポンド危機を迎えて1972年6月23日に移

行している。他の諸国は1973年に入ってから続

々と変動相場制を採用し始めた。スイス・フラ

ン (1973.1. 23)に円とイタリア・リラ (1973.

2. 14)が続き， 3月19日には残りの諸国も EC

共同フロート(ドイツ，オランダ，フランス，ベルギ

ー ルグセンブフ守ルク， デンマークの6か国， 他にス

ウェーデン・クローネ， ノルウェー・クローネがこの

共同フロートにリンクしている) を結成して変動相

場制への移行を果たした。
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図2-4 主要通貨のド、ルに対する為替相場の変動と外貨換算会計基準の展開

200 

180 アメリカの外貨換算会計基準の展開

①'APB公開草案発表(1971.12)
②'ARSNo.l2発表
③FASB，外貨換算:会計基準の設定を決定(1973.4)
④FASB，SFASNu 1発表(1973.12)
⑤FASB，SFASNo.8発表(1975.12)
⑥FASB，SFASNo.I-12のアンケ ト調査を決める
⑦FASB:SFASNo.8の改正を決定(1979.1)
③FASB，第一次公開草案を発表(1980.8)
⑨FASB，第二次公開l草案を発表(1981.6)
⑪F ASB， SF ASNo52を発表(1981.12)

160 
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40 

アメリカ新経済政策発表
(1日71.8.15)主要通貨事実
上安動相場制に

スミソニアン合意
多国開通貨調整(1971.12.18) )
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ンス・フラン C$;カナダ・ドノレ， J!，;イギリス・ポンド， L;イタリア・リラ。為替相場の変動

は， 1967年10月のドノレに対する各国通貨の平価を基にして変動率を算定している。 その鹿島に日々 の
為替相場を月ごとに平均している。算定式は以下の通り，

ztL100=変動率， α:新しい各通貨単位ごとのド/v，b:附 7年時点の平価。

出所)Organization for Economic Co-operation and Development， Ec: 
Decemb巴r乙， 1印98倒4，p. 158， Chart Uを基に作成。

その後， EC共同フロートは参加国の離脱も
あり， ヨーロッパ通貨制度 (EMS，1979. 3. 13) 

に再編成されたが，変動相場制が支配している

ことに変わりがない20)。このような状況によ

り，国際通貨基金 (IMF) は1978年 4月1日に

新協定を発効させ，変動相場制を事実上認知

し，現在までその通貨体制は継続されることに

なった。 1981年時点で変動相場制を採用してい

るIMF加盟国は48か国〈スイス， EMS加盟国含〕

20) EMS加盟国は，西ドイツ，フランス，イタリア，
オランタコベルギー，デンマーク，アイルランド，

ルクセンブルクの8カ国である。

となっている。他の98か国は固定相場制ではあ

るが，そのほとんどはアメリカ・ドル，フラン

ス・フラン， SDRあるいは特定の通貨バスケ

ットに固定しており，主要先進国の通貨と連動

することになっている21)。

21)原信『為替リスク』有斐閣選書R，1983年， 38-
39ページ。なお， 固定相場制の国々がどのような
通貨に固定しているかについては，井上伊知郎
「為替媒介通貨および介入通貨の変更について(l)J
『産業経済研究(久留米大)~第25巻第4 号， 1985 
年3月および同「同(2)J同，第26巻第3号， 1985 
年12月および InternationalMonetary Fund， 
Annual Reρort on Exchange Ari'angements 
and Exchange Restrictions， Wor1d Scholar 
Co.， Ltdのシリーズが詳しい。
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以上にみられた国際通貨体制の混乱こそ，

APBやその後継者である FASBが外貨換算

会計基準を緊急に解決すべき課題として取り組

まざるを得なくなった大きな理由である。図2

-4では， OECD資料に基づいて 1967年のイ

ギリス・ポンド平価切下げ以降の国際通貨体制

の変革，それによる主要通貨の為替相場の変

動，アメリカの APBや FASBの活動の軌跡

の3点に焦点を当てて分析したものである。こ

れをみると， 1971年から1973年にかけての固定

相場制の崩壊期と1970年代後半の大幅なドル下

落期に外貨換算会計の問題が引き起こされ，会

計基準設定機闘が新たな対応を迫られてきた様

子がわかる。その問題と対応を以下でみていき

たい。

2. 外貨換算会計の新展開

1971年にはドルが主要各国の通貨に対して大

幅に下落したために， APBでは外貨換算の問

題を早急に検討する必要が生じた。当時すでに

貨幣・非貨幣法を採用する企業も増えてきてお

り，換算後の差損益をその発生年度の利益計算

に含める実務も行われていた。しかしこの差

損益の処理法には異なる見解が存在していた。

貨幣・非貨幣法では通常，貨幣負債が貨幣資産

を超過する状況が発生することが多いが，この

時1971年のようにドルが外貨に対して下落する

と，貸借対照表の換算後に生じる差額である換

算調整額が借方に発生する。すなわち，換算差

損である問。しかし， このような借方に現われ

る換算調整額を差損として考えるべきではない

22)今まで外貨換算により生じた差額は為替差損益と
呼んできたが，以降は特に貸借対照表の換算によ
り生じる換算調整額の性質を巡る議論が重要とな
るために， これを差損益として認識する場合に換
算差損益と呼ぶことにする。換算調整 (trans.
lation adjustment) という用語は， APBが以
下本文でのべるように長期負債において発生する
差損の合理性について検討する必要性が生じたた
めに， 従来の為替差損益 (exchangegain or 
loss) に代えて使うようになった。 DennisH. 
Patz，“The State of the Art in Translation 
Thωry，" Journal of Business & Accounting 
(4， 3)， 1973， p. 313. 

とする意見があったので、ある。

すなわち，借方調整額を差損として認識し，

即時費用として処理すべきだとする意見に対し

て，外国通貨の上昇時に換算差損が発生するこ

とは不合理だとする意見である。それは，外国

事業活動を行っている相手国の通貨がドルに対

して上昇した時， i経済的損失 (economicloss)J 

は発生せず，その事業活動への投資ドル価値は

減少しない。というのは，多くの場合現地通貨

建の原材料あるいは労賃の原価や販売価格は変

わらず，それゆえに現地通貨における利益は過

去と同水準に維持されることが予測される。さ

らに， ドル建で原材料を購入すればその原価を

引下げることも可能であり， ドル相場の下落時

に換算される利益のドル等価額はその後大きく

なるのであり，この時に換算差損を計上するの

は不合理だと主張されたので、ある。

この時問題となるのは，貨幣・非貨幣法の下

では外貨建長期負債が決算日レートで換算され

ることである。このような負債は将来の改善さ

れる収益に関連するものであるから， この負債

項目の換算から生ずる換算調整額は繰り延べら

れ，将来の期間で償却されるのが正確な収益・

費用対応から適切であるという主張がなされ

た23)。

APBはこのような新しい考え方を支持し，

「外国通貨がドルに対し強くなる状況のほとん

どの場合，借方の換算調整額すなわち『差損』

の繰り延べを許した。」問その結果， 1971年12月

20日に公開草案 (ExposureDraft) を発表し，

貨幣・非貨幣法を採用している企業に換算差損

益の新しい処理法を提示した。この公開草案で

は， (1)貨幣負債が貨幣資産を超過している時

23) APB. Exposure Draft，。ρ.cit.， para. 8-12 
(FASB Public Record， 1973-Vol. II， pp. 71-72). 
24) George C. Watt， Richard M. Hammer & 
Marianne Burge， Accounting for the Multina. 
tional Corporation， Financial Executives 
Institute & Dow Jones-Irwin， 1977， p. 88. 
Wattたちは APB公開草案で提案された繰延
処理法は好まないとしてし、る。
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と，逆に(2)貨幣資産が貨幣負債を超過してiいる

時を分けて考えている。(1)の場合，外貨建長期

負債があるならば，純換算調整額は新しいレー

トを用いることによりこの長期負債で生じた換

算調整額を限度としで繰り延べ，その長期負債

の残存期聞に亘って償却すべきものとじた。そ

の限度額を超えた分については，その年度の利

益計算に含められる。 (2)の場合ならば，全ての

換算調整額はその年度の利益計算に含められる

ことになる25)。

この処理法の意味を考えてみると， 1971年の

ようなド、ルの下落時においては， (1)のように純

貨幣負債残の場合は，換算調整額は借方に発生

する。すなわち換算差損が発生する。しかし，

(2)のように純貨幣資産残の場合は換算差益が発

生ずる。そこで， APB公開草案の処理法を採

用すると，換算差損は限度を設けて繰り延べ，

換算差益はその年度に認識することになる。

APB公開草案は， いわば1971年の急激で、広範

なド、ノレ安に直面して，企業にとってのその経済

的効果を財務諸表上で認識し，かっその為替リ

スクを軽減させようというものであった。

しかし APBはこの公開草案を最終的に

会計基準として権威を有する意見書 (APB

Opinion)にする行動を延期してしまった。それ

は当時， ローレンセンにより外貨換算会計に関

し会計研究叢書 (ARS) の研究が進められてお

り，近いラちにその発表が予定されていたた

め，その発表を待ったからである。また， APB 

公開草案の勧告をいちはやく採用する企業も出

て来ており，強制力を伴う拙速な解決を図らず

さらに慎重に検討を重ねることも可能だと考え

たからだとも推測される問。しかし， APBは

1973年には FASBにそのアメリカの会計基準

を設定する任務を引き渡してしまったため，結

25) APB， Exρosure Draft，。ρ.cit.， para. 13 
(F ASB Public Record，。ρ.cit.， p. 72). 
26) AICPA， newsleiter， Vol. V， No. 1， January 
28， 1972 (FASB Public Record， 0ρ. cit.， p. 
68). 

局この草案は制度化されることがなかったので、

ある。

APBが公開草案で支持した考え方，すなわ

ち為替相場が企業の外国事業活動に与える経済

的効果を連結財務諸表上において反映させよう

とする立場は，その後 FASBの SFASNO.8 

で採用した基礎的概念に対する反対意見でみら

れる立場と同ーの基盤に立っている。逆に言え

ば， SFAS No. 8ではこのような考え方を否定

する論理構造をもっていたのである。すなわ

ち，統一的外貨換算会計基準として設定された

SFAS No.8では，ここでいう経済的効果の

認識を拒否したのである。この二つの立場の対

立が後の SFASNo. 8を巡る論争においてよ

り強く表面に出て来るのだが， この点について

は次節で詳しく検討することとし，ここではま

ず、 FASBの SFASNo. 8によって作り上げ

られた新しい外貨換算会計の論理構造を検討し

てみよう。

FASBは設立時に緊急に取り組むべき会計

問題のひとつに外貨換算会計を重要議題として

載せ， 1973年5月31日にはこの議題を専門に扱

うタスクフォースを任命した。そのメンバー

は，会計士，産業界および学界からの14名で構

成された問。 FASBでは「この問題の緊急性

のためにJ28)可能な限りの時間の短縮を図り，

同年の12月にはその最初の成果である財務会計

基準書第 1号 (SFAS No. 1) 1外貨換算の開

示j29) を発表してL、る。しかし， この基準書は

標題の示す通りに，財務諸表の換算に用いられ

27)このタスクフォースは FASBメンバーの Donald
Kirkを議長に，会計士4名， 産業界7名，学界
3名から構成された。 FASB，“NewsRelease-
F ASB Task Forces Appointed for Foreign 
C1，lrrency Translation， Reporting by Diver-
sified Companies， "May 31， 1973 (F ASB 
Public Record， 1976-Vol. II， pp. 7-8). 
28) FASB，“News Releas巴-FASB Issues Draft 
Stat巴menton Disclosure Standai:'ds for .For-
eign Currency Translation，" October 22， 1973 
(FASB Public Record， op.cit.， p. 11). 
29) SFAS No. l-Disclosure of Foreign Currency 
Translation Information， December， 1973. 



66 (286) 経済学研究 36-3 

た外貨換算方法の開示ならびに換算差損益の処

理方法および総額の開示を要求するものであ

り，当時の会計実務にみられた多様性を排し，

統一的会計基準を提示しようとするものではな

かった。これは1973年における再度の大幅なド

ル安と主要通貨の変動制移行による国際通貨環

境の変化に対する暫定的な処置であり，最終的

な結論を出すまでにはさらに2年間の猶予が必

要であった。

FASBの活動は翌 1974年に入り本格的な進

展をみせている。同年2月には，広く意見を求

めるために討議資料 (DiscussionMemorandum) 

が発送され 6月には2日間に亘って公聴会を

開催している。これらの基礎研究を通して同年

12月に公開草案が発表された。ここに寄せられ

た多くの意見により修正が加えられ， 1975年10

月に SFASNo.8が最終的に発表されたのてー

ある。

SFAS No. 8の研究が着手された時点におけ

るアメリカの外貨換算会計の状況は次のように

まとめることが出来る。すなわち，当時公式に

権威ある会計基準と認められていた ARBNo. 

43や APBOpinion No. 6などでは，海外子

会社や関連会社の外貨表示財務諸表の換算につ

いてのみ扱われており，外貨建の輸出入取引の

ような外貨建取引の換算分野における基準は整

備されていなかった。また，その外貨表示財務

諸表換算の基準は，アメリカ企業による海外直

接投資や外貨建借入が拡大し， 1971年および

1973年のような大幅なドル安あるいは主要通貨

の変動相場制移行という国際通貨体制の激しい

変化が発生する以前に定められたものであっ

た。さらに，外貨表示財務諸表換算には当時幾

つかの非常に異なる代替的換算方法が認められ

て，会計実務において用いられていた30)。

FASBでは， このような状況を打破しよう

30) FASB，“News Release-Public Hearing on 
Foreign Currency Translation Announced by 
F ASB; Analysis of Issues Released， "Feb' 
ruary 25， 1974 (FASB Public Record，。ρ.cit.， 
pp..13-14). 

と外貨換算会計基準の改善に向った。その際

に，三つの基本的な問題が考慮されなければな

らないと考えられた。その一つめは，外貨換算

の目的を明確にすることである。 1960年代まで

は，外貨換算の目的は外貨建取引があたかもド

ノレで、行われたかのように，外貨をドルによって

表現することだという一般的合意が存在してい

た。しかし， 1970年代に入ってからの経済環境

の変化に伴い， この目的の妥当性に疑問が投げ

かけられるようになってきたのである。この点

はすでに 1971年の APB公開草案の所でもみ

てきた通りである。

二つめは，海外子会社や関連会社の資産や負

債のうち，為替相場の変化により調整を受ける

べきものはどの勘定項目であるのか，すなわち

各資産，負債項目にどのような為替相場を適用

すべきかということである。これは換算方法の

選択の問題である。

最後の一つは，外貨表示財務諸表の換算によ

り生じる換算調整 (translationadjustmentある

いは exchangeadjustment)の性質をどのように

理解すべきかの問題であり，果たして差損益

(gain or loss)と考えるべきであるのか，それ

とも調整項目として考えるべきかの問題であ

る31)。

これらの問題は密接に結びついてくるが，特

に外貨換算の目的をどのように考えるかによ

り，使用すべき換算方法や換算調整の問題が左

右されることになる。 SFASNo 8では，外貨

換算の目的を次のように述べている。

「企業の財務諸表を作成するにあたり， 換算の目

的は， 外貨で測定されるあるいは外貨建とされてい

る資産， 負債，収益または費用を， (a)ドルにより，

(防アメリカの一般に認められた会計原則に準拠して

測定し かっ表現することである。外貨によって測

定されあるいは外貨建とされている資産， 負債，収

益または費用をドノレで、再測定することにより， 一般

に認められた会計原則が別に求めない限り， 資産や

負債の測定基準ならびに収益や費用の認識時点が影

31) Ibid. (FASB Public Record， op. cit.， p. 14). 
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響を受けるべきではない。すなわち，換算は会計原

則を変更することなく測定単位を変更するべきであ

る。J(SF AS No. 8， para. 6) 

すなわち>" FASBは SFASNo. 8において，

連結財務諸表を作成するためには，アメリカの

一般に認められた会計原則に準拠し， ドルを唯

一の測定単位とすべきであると結論したので、あ

る。なぜならば，連結財務諸表の作成には，園

内あるいは外国の区別なく事業活動には同ーの

会計手続と測定過程が必要で、あり，アメリカの

企業にとってはアメリカの会計原則に一致する

のが最も適切だとするのである 82)。また，連結

財務諸表の目的が， 1"親会社の株主や債権者の

利益のために，親会社および子会社の経営成績

と財政状態を，あたかもその企業集団がひとつ

の会社であるかのように表示する J33) ことであ

る限り，その企業集団の外国事業活動は親会社

の国内事業活動の延長上にあり，全取引は親会

社の報告通貨で行われ，かつ測定されたかのよ

うに連結財務諸表上に反映されなければならな

いと考えたのである問。

しかも，アメリカの会計原則である歴史的原

価会計の下では，取得された資産の原価は取得

日のドル価値で、測定されなければならず， これ

は外貨で取得された資産についても同様でなけ

ればならなL、。それには，取得日のドル価値を表

わす取得日レートでその資産の原価は換算され

なければならず，資産の原価が為替相場の変化

の影響により変わることは受け入れられない。

しかし，外貨を資産原価の測定単位として認め

るならば，その原価の外貨による測定値の換算

には，新しい現在のレート，すなわち決算日レ

ートが用いられ，そのド、ル価値は為替相場の影

響を受けて取得時のものではなくなってしま

う。それゆえに，外貨を測定の単位として受け

32) SFAS No. 8， para.82. 
33) Accounting Research Bulletin， No.51-Consol-
idated Financial Statements， August， 1959， 
para. 1. 
34) SFAS No. 52， para. 75. 

入れることは出来ないとしたのである向。

この SFASNo; 8の外貨換算の目的にみら

れる考え方は， APBがその研究の発表を持っ

ていたローレンセンの研究成果を土台にしてい

る。ローレンセンの研究は， 1972年に会計研究

叢書第12号 (ARSNo. 12) 1"アメリカ企業の

ドルによる外国事業活動J36) として発表され

た。彼によると，財務会計が測定過程としてと

らえられるならば，外貨換算は測定変換過程

， (a measurem巴ntconversion process)であると

規定し，その過程では海外子会社の外貨表示財

務諸表は測定の単位が外貨からドルに変わるだ

けであり，換算される際には用いられた会計原

則はそのまま保持されなければならないとする

ものである。しかも，連結財務諸表がアメリカ

の会計原則に準拠しているためには，海外子会

社の外貨表示財務諸表は換算前にアメリカの会

計原則に準拠して作成されていなければならな

い。それゆえ，換算にあたってはそれを保持し

うるような換算方法が求められる向。

そのために，ローレンセンはテンポラル原

則に基づいた換算方法であるテンポラル法

(temporal method，属性法ともいう〉を主張した。

当然 SFASNo.8もこのテンポラル法を採

用している。このテンポラル原則では，外貨

表示財務諸表で測定された資産や負債の属性

(attribute)に着目し，これを換算の前後では変

えてはならないと考える 36)。ここで言うところ

の属性とは，武田隆二教授によると財務的属性

であり， これは取得原価，カレントコストまた

は将来原価のような特質のことである 39)。この

ような各資産や負債の属性に対応して，用いら

れる換算レートが決定される。

すなわち， 1"ある対象物の財務的属性として

35) SFAS No. 8， para. 89-91. 
36) Lorensen，。ρ.cit. 
37) Ibid.， Chapter 2， pp. 10-13参照。
38) Ibid.， pp. 13-19参照。
39)武田隆二『情報会計論』中央経済社， 1971年，
179-181ページ。
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の過去の価額が選ばれているときは取得時また

ぬ発生時レートが，現在または将来の価額で表

示されているものについては決算日レートが適

t用される」叫ことになる。この結果，確定され

た金額で伊m定されている外国通貨や受取債権お

よび支払債務は決算日レートで，他方，取引価

格で測定されている資産や負債はその価格の

決定された時点で、の取得日レートで換算され

る ~1)。

プメリカで一般に認められた会計原則である

歴史的原価会計の下でこのテンポラル法を適用

すると，結局貨幣・非貨幣法の場合と同じ結果

を生み，棚卸資産は取得日レートで，さらに長

期負債は決算日レートで換算されることになる

のは注意すべき点である。ただし，ローレンセ

ンは，貨幣・非貨幣法では外貨換算の目的を明

確に規定じていないために論理性を持たず，ア

ノリカの会計原則が歴史的原価会計を離れ，時

価主義会計に変化したような場合，テンポラノレ

法とは異なり適切なドル換算額を示すことは出

来ないと批判している42)0 SF AS No. 8では，

外貨表示財務諸表の換算にあたり，このテンポ

ラル法を唯一の換算方法として定めて，今まで

許されていた他方法の使用を禁止した。

さらに外貨換算会計の基本的問題の第3点め

である換算調整においても， SFAS No. 8は各

種異なった処理法制を排し，発生年度の利益計

算に含めることに統ーしている。これはローレ

ンセンの主張とも軌をーにする。この換算調整

額は，テンポラル法では決算日レートを適用す

40)武田隆二『連結財務諸表』国元書房， 1977年， 654

ページ0

41) Lorensen，。ρ.cit.， p. 19. 
42) Ibid.， pp. 33-35. 
43) AICPAの調査によると， 1973年時点での会計実
務にみられる換算調整の処理法は次のとおりであ
る。換算調整を開示している 143社では，種々の
方法が用いられ，経常損益として計上している事
例は97，繰延処理が63，引当勘定 (reserve)を設
定しているものが22，臨時異常損益項自としてい
るのが4の計186の事例がみられた。 AICPA，
1974 Accounting Trends & Techniques， 
1974， p. 291. 

ることになる外国通貨や受取債権および支払債

務に，新しいレートを適用するtことによって生

じる純資産の増減額である‘。この純資産の増減

額は，外貨表示財務諸表を換算した結果報告さ

れるドルに対する請求権の変化であり，まさに

差損益として認識しなければならないと考えて

いる的。本国親会社の株主や債権者にとっては

そのドル価値こそ重要であり，その影響は発生

した時点で報告されなければならない。当時一

般的にみられた繰延処理法に対しては，純利益

の人為的平準化をもたらし，連結財務諸表の

情報価値を減ずるとして強く批判ずるのであ

る45)

このように， SFASNo; 8ではテンポラル原

則を基にしてアメリカの会計原則と両立しうる

外貨換算会計の統合化を目指していた。しか

し， この SFASNo. 8に対する反対意見も根

強く，発表の2年半後の1978年5月に， FASB 

が発表後少なくとも 2年間効力を発揮している

12個の基準書についてのアンケート調査を行っ

たところ， SFAS No.8の改正を求める意見が

もっとも多かったので、ある的。

FASBではこの広範な SFASNo. 8の改正

要求に直面し，翌1979年初めにはこの基準書を

再検討することを決定せざるを得なくなった。

しかじ， SFAS No. 8のように産業界や会計土

など関係団体からの合意を十分に得ないままに

改正作業を進めたならば，再度同様の混乱が生

じることは明らかであり， しかもその結果とし

て FASBの民間会計基準設定機関としての権

威が失墜することを極力避けるべく，非常に慎

重な改正作業に入ったのである的。結局，さら

44) Lorensen， op. cit.， pp. 48-49. 
45) Ibid.， p. 61. 
46) SFAS No. 52， .para. 151. 
47)このような FASBの権威に関しての懸念は， 産
業界の代表機関である財務担当幹部協会 (FEI) 
rも表明し，慎重な審議を呼び掛けている。 F:ASB
Public Record， Position papers submitted in 
respect of Exposure Draft on Foreign Cur-
rency Translation， February， 1983， Part 1， 
pp. 134-135. 
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に2年半の時間をかけ，二度(第一回目 1980.8， 

第二回目 1981.6) 公開草案を作成することによ

って1981年12月に SFASNo.52が採択されて

現在に至っている。

この SFASNo. 52では， SFAS No. 8での

外貨換算における論理構造をほぼ全面的に改め

ている。その結果として， SFAS No. 8で採用

したテシポラル法にかわり，決算日レート法が

新たに外貨表示財務諸表の換算に用いられるこ

とになった。さらに，換算調整額は発生年度の

利益計算から離れ，株主持分における調整勘定

として繰り延べられることになったのである。

1970年代後半における外貨換算会計を巡る論

争では，変動相場制の下において，テンポラル

原則を基礎とした SFASNo. 8に準拠して作

成された連結財務諸表の会計情報の適切さが間

われたのであるが， 次にはこの SFASNo. 8 

に反対する立場の検討を通して， SFAS No. 8 

を否定して成立した SFASNo. 52の論理構造

をみてみよう。

四 変動相場制下の外貨表示財務諸表

換算会計の再編

前節で検討してきた SFASNo. 8の基本的

論理構造は，企業集団を単一の会計主体として

とらえ，本国通貨を唯一の測定単位として本国

の会計原則に準拠して連結財務諸表を作成しよ

うとする立場から展開されているが， この立場

は本国主義 (theparent perspective) と言われ

る。先にみたように，この立場は1960年代まで

のアメリカの伝統的外貨換算会計の中で一般的

合意を得ていたものである。

しかし， SFAS No. 8の設定時においても，

この本国主義と対立する見解が強く主張されて

いた。 これは現地主義 (thelocal perspective) 

左呼ばれるが，外国事業活動は多くの異なる通

貨や経済環境の下で行われており，ゆえに海外

子会社は本国親会社と異なる会計主体としてと

らえるべきだと考える。それゆえに，このよう

な独立的な海外子会社の活動やそこから生じる

キャッシュフローに対する為替相場の経済的影

響の実態を連結財務諸表において反映させるべ

く，海外子会社の外貨表示財務諸表上で測定・

表示された経営成績や財務比率を連結財務諸表

上でも維持すべきだと考える。そのためには，

全ての取引がドルで、行われたかのように考える

単一測定単位概念に替わり，外貨を測定の単位

として認めることが主張される。

SFAS No. 8を巡る意見の対立では， この本

国主義と現地主義とし、う立場の相違がその根底

にある問。 SFASNo.8に対する批判は産業界

や会計士の間で強かったが，それでも SFAS

No. 8の本国主義の立場に対しては支持者も多

かったのである。企業の代表機関である財務担

当幹部協会 (FEI) は，協会内ではわずかにこ

の本国主義の立場を支持する者が多いとさえ報

告している問。ピックエイト会計事務所もちょ

うど半々の割合で 4社づつが各々の立場を支

持しでいるのである問。

SFAS No. 8に対する現地主義の立場から

の最大の批判点は， FASBが検討しながらも

SFAS NO.8では否定した問題である。すなわ

48)本国主義と現地主義については， バグツ教授が，
Dennis H. Patz， 0ρ. cit.， pp. 311-325におい
て測定アプローチの観点から分析を行っているの
で参照されたい。また，白鳥庄之助教授は，外貨
換算会計におけるこの二つの主張についてのべて
いるなかで， r現地主義に立つ代表的な換算方法
が決算日レート法である。それに対して流動・非
流動法， 貨幣・非貨幣法，テンポラノレ法は本国主

義に立脚する換算方法であるといえよう」としi
各換算方法がこの二つの立場に密接に結びついて
いることを指摘してし、る。染谷，前掲書，第4章
第1節， 148ベージ。
49) FASB Public Record，。ρ.cit.， p. 126. 
50) Ibid.， Part 1および Part2。なお，本国主義の
立場を支持する会計事務所は， Deloite・Haskins
& Sells， Ernst & Whinney， Arthur Andersen 
& Co.， Price Waterhouse & Co.の4社"他
方，現地主義の立場の支持者は， Peat， Marwick， 
Mitchell & Co.， Coopers & Lybrand， Arthur 
Y oung & Company， Touche Ross & Co.の4
社となっている。会計士団体である AICPAは，
連結財務諸表作成目的に一致するとして本国主義
を支持している。
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ち，現地主義からすると外国事業活動に携わる

連結子会社に対する為替相場の変化が与える経

済的影響を，連結財務諸表において正しく反映

させることが重要であり，外国事業活動にとっ

て好ましい形での為替相場の動きは，その海外

直接投資における純資産やキャッシュフローに

おいても同様に好ましい形として表わされるべ

きだと主張するのである。

そのためには，企業にとって現実の経済的な

為替リスクにさらされるのは純外国投資，すな

わち連結子会社の純資産としてとらえるのが妥

当であり，外貨表示財務諸表の全資産および負

債は決算日レートで換算し，その換算過程で生

じる差額は純資産の調整勘定として利益計算か

ら除外すべきだと主張するのである。

しかし， SFAS No.8では，歴史的原価会計

から過去の取得原価で測定された棚卸資産や固

定資産を決算日レートで換算するようなこと

は，資産や負債の測定基盤を変更することであ

り，一般に認められた会計原則からの逸脱を意

味するものだと批判する。それゆえに，外貨換

算の目的から，経済的現実を連結財務諸表に

反映させるべきだとする主張を退けたのであ

る51)。たしかに， この主張は SFASNo. 8が

構築した外貨換算会計の論理構造とは矛盾する

ことになる。それゆえに， SFAS No. 8に対す

る批判は特にこの点に集中したのである。

SFAS No. 8に対してなされた，外国事業活

動にとって重要である経済的現実を考慮してい

ないとL、う批判は，主として(a)報告利益の短期

的変動の加速化傾向， (b)換算後の財務会計数値

の関連の適正性への批判により生じている。そ

の問題の根源は， SFAS No. 8が(1)外貨表示財

務諸表の換算から発生する未実現の換算調整を

差損益としてその発生年度に認識することと，

(2)棚卸資産と固定資産は取得日レートで換算す

るのに対し，負債を決算日レートで換算するこ

とにあるとされる臼〉。

51) SFAS No. 8， para. 96-111. 
52) SFAS No. 52， para. 153. 

新しい SFASNo. 52では，決済された外貨

建取引からの換算差額は実現したものであるか

らその年度に為替差損益として認識するが，未

決済の外貨建取引および外貨表示財務諸表の換

算差額は未実現であるから実現されるまで，す

なわち海外投資の場合は実質上その投資から撤

退するまで繰り延べることとしている。これは

SFAS No. 8への批判を取り込んだ立場からの

規定である問。

現地主義の立場からは，為替相場の変化の企

業への経済的影響，すなわち経済上のエクスポ

ージャー (economicexposure)は，換算調整と

して連結子会社への純資産の調整をもたらす会

計上のエクスポージャー (accountingexposure) 

と一致すべきことになる。しかし，会計上のエ

クスポージャーは換算方法の選択により決定さ

れるために，同ーの条件においても正反対の形

で現われうる。図4-1は，例として資産も負

債も全て外貨建であると仮定した海外子会社の

外貨表示財務諸表の換算において， SFAS No. 

8のテンポラノレ法と SFASNO.52の決算日レ

ート法のそれぞれを用いる場合，同ーの為替相

場の動きに対して全く逆の換算差損益が発生す

ることを示している。これは，テンポラル法に

おいては決算日レートを用いることによって生

じるエクスポージャーは純貨幣負債(ショートポ

ジションと言われる〉の形で表われるのに対して，

決算日レート法では純資産(ロングポジションと

言われる)となるからである。

テンポラル法が強制されるまでのアメリカの

外貨換算会計においては，流動・非流動法がー

53)しかし この処理法にも異論はあり，必ずしも現
地主義的立場の支持者の全てが賛成する訳ではな
い。例えば， FASBのメンバーのなかで唯一人
SFAS No. 8の採択に反対したメイズ氏 (Mays)
は， SFAS No. 8の本国主義的アプローチを批判
し， 現地主義的立場をとるが，換算差損益の処理
については保守主義の原則から未実現の換算差益
が未実現の換算差損を超過する場合についてはそ
の超過分を繰り延べるべきだとする。逆に未実現
の換算差損残となる場合については，通常発生年
度に認識すべきだと考えている。 SFASNo. 8. 
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図4-1 外貨換算方法と為替相場の変化による為替リスクのパターン

テンポラノレ法(SFASNo8) 
本国通貨高、現地

通貨安になった場合

ー一一一-一一ー" 本国通貨安、現地

通貨高になった場合

1負債その他 7
固定資産31I 

差益発生

資本35

その他19

決算日レート法(SFASNo.52) 

一一一一ーーーー-1・，

差損発生

... 
差損発生

... 
差益発生

~部分は決算日レート使用

口部分は取得日レート使用

注)貸借対照表の勘定項目は全て現地通貨建と仮定する。 なお，勘定項目の比率は， 奥村茂次教授

がアメリカ商務省の海外直接投資実態調査 (U.S. Department of Commerce， U. S. Direct 
Invest押tentAbroad， 1977， April， 1981)を基にまとめた海外子会社の資産，負債および資
本構成によっている(奥村茂次， rアメリカ系多国籍企業の現況-1977年センサスの分析JW季
刊経済学研究(大阪市大H 第5巻第 1号， 14ベージ)。 アメリカ商務省の調査は， 1977年時点
の非銀行親会社の出資比率10%以上の子会社(銀行子会社を除く〕が対象となっている。

般的であることは二節ですでにみてきた。この

流動・非流動法の場合は，典型的な製造業の子

会社では決算日レート法と同様に純流動資産の

形でロングポジションとなることが多いが，テ

ンポラル法の採用によりエクスポージャーがシ

ョートポジションに変わった企業が多かったと

言われる問。一貫して SFASNo. 8に反対し

54) Morgan Guaranty Trust Companyのハリガ
ン氏 (Harrigan) によると， 流動・非流動法の
場合は，貸借対照表の外貨建勘定項目で通常ロン

グポジションとなり， その割合は総資産の25%程
度になると言う。一方，貨幣・非貨幣法の場合は

ショートポジションとなり，総資産の12%程度の
純貨幣負債残となるとしている。テンポラノレ法は

歴史的原価会計の下で貨幣・非貨幣法と問じ結果

をもたらすため， SFAS No. 8の施行でショート

てきた ITTの場合，以前は流動・非流動法を

用いていたが， SFAS No. 8によりテンポラノレ

法を用いることになったために，貸借対照表の

エグスポージャーはロングポジションから京電貨

幣負債のショートポジションに変わり，その額

は約12億ドソレになったと報告している問。

ポジションとなる企業が多かったとしている。

Patrician Harrigan，“The Double Sand-bag 
in Foreign Exchange Accounting，" Euro・
money， June， 1976， p. 44.他にも，企業の財務
担当幹部や会計士たちに同様の見解がみられる。

“Will the New F ASB Make Exposure Bear-
able ?，" Euromoney， January， 1981， p. 76，79， 
81. 
55) Raymond H. Al1eman，“Why ITT Likes F AS 
52." Management Accounting， July， 1982， pp. 
23-24. 
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表4-1 テンポラル法の下での ITTの換算差損益

1975 1976 1977 1978 1979 1980 

換算差益(差損)1) (47，759) (10，355) (70，820) (139，286) (81，850) 145，778 

一株当り換算差益(差損) 事 (0.36) (0.08) (0.51) (0.98) (0.5肪 1.00 

一株当り経常利益2) $ 3.03 3.68 4.00 4.66 2.65 6.12 

(換算差損益は1，000ドル〕
1) 保険金融子会社を含む。外国通貨の売買，貸借対照表の換算から生じた換算差損益。こ
の換算差損益は発生年度の利益計算に含まれるが，損益計算書の独立勘定項目としては
示されていない。
2) 1978年以前は1978年年次報告書， 1979年と1980年は1980年年次報告書による。

出所)International Telephone and Telegraph Corporation， 1979 Annual Reportおよび
1980 Annual Reportより作成。

ITTの年次報告書によると， 1970年代末の

1979年時点で，売上総額220億ドルおよび総資

産額260億ドルのうちヨーロッパでの事業活動

がそれぞれ46%と38%を占めていると報告して

いる町。 1970年代後半のド、ノレ安， ヨーロッパ主

要通貨高の下において， SFAS No. 8によるシ

ョートポジションへの会計上のエクスポージャ

ーの変化は， ITT にとって多額の換算差損を

毎期発生させることになったので、ある。その様

子は表4.，...1において， 1975年から1980年まで

の6年間で示しである。これをみると 2 ドル安

が急速に進んだ1978年には約1億4，000万ドル

の換算差損を計上している。しかじ， ドル高の

傾向に転じた1980年には逆に約1億4，600万ド

ルの換算差益を計上することになった。これを

一株当りで，一株当り経常利益と比較してみる

とかなり大きな影響を利益に与えていたことが

わかる。

現地主義的立場からの主張では，海外子会社

が現地資金を調達し，製造，販売を独立的に行

っている場合，現地通貨の上昇は本国親会社に

とってその純投資(純資産)の経済的価値の上

昇と考える。しかし，テンポラル法の下で、は，

連結財務諸表上換算差損が発生することにな

り，外国事業活動における経済的現実と一致し

ないとされるのである 57)。

56) ITT， 1979 Annual Report， p. 36.“Business 
Segment Inforination "の地域別セグメント情
報より。
57) FASB Public Record，。ρ.cit.， Part1，p. 514. 

さらに， このようなテンポラル法の下での財

務諸表の換算による差損益が四半期利益に及ぼ

す影響を，先物予約などのヘッジによって除去

しようとする時，現実のキャッシュフローとの

恭離が発生すると主張されている。例えば，現

地通貨が上昇した時，会計上発生した換算差損

はヘッジにより相殺されるが，企業にとっては

将来，実際の現金流入があり経済的価値が増加

する。しかし，現地通貨が下落した時会計上は

換算差益が発生するが，これはペーパーゲイン

であり，ヘッジによる現実の現金流出は企業に

とっての経済的価値の減少をもたらすからであ

る58)。実際に， SFAS No. 8による会計上のエ

クスポージャーを減少させるためのヘッジの利

用は企業の強い関心を集め，その利用を増加さ

せたことが報告されている問。

58) Harrigan， 0ρ. cit.， p. 44.また， General Motors 
の副経理部長補佐であるフレム氏 (Flegm)は，
管理会計上実際のキャッシュフローに注意するこ
とが重要だと言う。それゆえ，現実のキャッシュ
フローと会計上の換算差損益の不一致が SFAS
NO.8への大きな批判の一つになったとする。
Eugene H. Flegm， Accounting-H ow to meet 
the Challenges 01 Relevance and Regulation， 
A RonaldPress Publication， John Wiley & 
Sons， 1984， pp. 44-46.同様のことは， Abraham 
M. George，“Cash Flow Versus Accounting 
Exposure to Currency Risk，" Calilornia 
Management Review， Vol. xx， No. 4， Summer， 
1978， pp. 50-55においても主張される。
59) John B. Giannotti & David P. Walker，“How 
the New F AS 8 Will Change Exposure 
Management，" Euromoney， Novembe.r， 1980， 
p. 114あるいは Kerry..Cooper， .Donald R. 
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テンポラノレ法のエタスポ…ジャーは，主とし

て期卸資産と姐定資産を取得筏レー下で換算ず

ることから生じるが， これは次に鎖益計算にお

ける収益・費用の非対誌をもたらすとの批判も

多い。すなわも，究上高，収益は決算日レート

あるいは平均レートで換算されるが，売上原

価，減価償薄紫は概鈎i資撲と鶴定資産去に舟いた

のと閉じ取得日レートにより換算される。それ

ゆえに，為替招揚が変北すると，以前のレ…ト

で換算さ，れる売上芸家髄が新しいレートで換算さ

れる売上高，収議と対応させられる。これは予言

いレートで換霧される離部資産が一掃'dれるま

で継続するので、あ:560)。これは特に，四半期矛首

謀を経期的に大きく振輔さぜる効果そもち，

SFAS No.8に対する主要警な反対意見となって

いる 61)。

務5釘?資産を取得日レ…トマ換算することに

対する反対は強く， ビッグエイト会計事務月号

の一つであるアーンスト&ウィニー (Ernst& 

Whinney)が1979年に SFASNo.8~:乙対する改

正意見~求めたところ，阻害者の約72%がその

規定の改正を要求し，決算日レートの適用を求

めていたという。 しかし， この要求は SFAS

No: 8にみられる現地主義の立場に立つ人々か

らの饗求だけではなかったことは饗意すべきで

ある。

SFAS No. 8の本国立三義的アプ口ーチに対す

る支持者は，先に触れたように産業界や会計団

体でも広くみられた。設らはドんという単一測

定単位による単一会計主件概念で連結財務諸表

Fraser & R. Ma1colm Richards，“The Impact 
of SF AS # 8 on Fin拙 cialManagement Pr紙切
tices， "Financial Exective， June， 1978， pp. 
28-30を参織のこと。
60)これは特に先入先出法(FIFO)を採汚している善寺
に尚題となる。綴錦資産の喜子{磁波による外貨換築
会計への影襲撃は第五節においてさらに検討されて
し、る。

61) .ITTでは為替相場の変化により，売上原備や減
価償却護費が利益計算に与えた影響として， 1980年
?とは利益に対…して約1億5，000万ドノレ{一株当り
事1.04)のマイナスの効果があったとしている。
Al1eman，。ρ.cit.， p. 25. 

を作成する務勢は保持ずべきだが， より突罵本

位 (pr証gmatically)に SFASNo. 8 ~j惨査すべ

きだと::E援している。そこでの修正襲求として

られる点は主に次の3点でありi (1)櫛鵠資

産の決算、日レ…ト適用， (2)換算議損益の繰り延

べと償却および(3)資器対照表上の品グスポージ

ャーのためのヘッジに対する規定の鰻和であっ

たe九彼らはこれらの実用本位的修正により，

テンポラル法の下でのよ払グスボージャーの縮小

と報告利識の援轄の較畿を関ることを鼠携した

のであった。それらは企業にとって現実的要望

で、はあったが，現地主義的主張とよとべてその議

理基撃の弱さは読めない。 FASBがSFASNo.

52を設定する際に，本閤主義と現治主義から

の主張の対立に普J議したことは，その最終的操

択において4対 3の議差でこの SFASNo.胞

が擁択されたことにも現われている。この

SFAS No. 52は基本的に現地主義的アプロ…

チさと探用しているが，完全に SFASNo. 8の

立場を定したものではなし、 SFASNo. 52 

で誌外貨換箕の目的安次のように定めている。

ra.企業のやャッシュブローおよび余計主体に為
替相場の変化が与える経済的効来の予泌と一般に王子

窓しない情報を提供すること

b.アメリカの一般に認められた会計原則と一致

ずるように機箆溺貨 (functionalcurrency)で測

定し，連絡子会社の緩営成撲と財務比率な連結財務

諸表においてN.狭ずることJ(SFAS No. 52， para. 

4) 

この霞的の bにおいて，企業が SFASNo. 8 

のテンポラノレ法を路用しうる滋を残しているの

である。それは， この態的合達成するために採

用された換算方法と手続きをみることではっき

りしてくる。 SFASNo.52の外設表示財務諸

表の換算は醤4 2のニつの設鶏を識して行わ

れる。ここで新たに登場した機能議貨とは，

FASBにより「連結子会社が事業活動を行う

主要な経済環境の通貨，通常は連結子会社が主

として利益を生み出し，費用として患いるその

62) FASB Public Record， op. cit.， pp. 129-130. 
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留4-2 SFAS No. 52による外貨換算方法

<富喜叩段階> <第二段階>

連絡子会社の

資重量殺負債

i反主主・襲警周 アメ手カの一般に
認められた会計原
郊に機拠して機意普
通貨に換算

巡総子会社の

機総長霊祭事提示

財務言毒事録

本E議案託会社の

報告通災〔必至壁

決算民レート法令|示連絡財務緩表
用いて本国親会社 1

の事草食遜主主に換算

出月号)John B.Giannotti，“安AS52 Gives Treasurersfhe Scope FAS 8 Denied Th巴znf
E言語roinoney，Aジril，1綿糸 p.144. T謀説記 2をー郊修正，守言語霊しt.::.o

環境の通貨J63)と定義されている。 FASBはこ

の機能灘貨を瀦定の単位とすることにした。そ

れゆえ，機能通貨の決定にあたり，連結子会社

にとってドノレがその事業活動において重要だと

るならば， ドソレを機能通貨として選択出来

る銃撃、栓を企多発の経営者に認めたのである問。

留品一2における第一設階において泣，連結

子会社の期務語表はアメ Fカの一般に認められ

た会計援部をど用いて機能通費によって測定され

ることになるo すなわち，資産，災費，収議お

よび費用は取得漂髄あるいは持髄で評個され

る。次の第二段階において穣議通貨で表示され

た財務議表は決算日レート訟により企業の報告

通貨に換算されるO アメリカの企業がドノレ念機

能通貨としたならば，第一段議はテンポラ

をど議思したのと閉じであり，報告灘貨はドルゆ

えに， 第二段階は省略される。 これは SFAS

No.8での木簡主義の外資換葬と問じであ

る65)。

63) SFAS No. 52， para. 162. 
64)機能遜焚を説明して肉鳥教授は，
の事業活動が， その獄事長会滋圏内で凶日完結約にま

とまっているような場合にはその在外子会社にと

って，現地滋笈が機能遇策マある，ということに

なろう。これに対して，在外そ子会社等の幾多能活動

が，本国裁会社の卒業活動にとって，密接かつ不

可分の部分，あるいは，延長となっているような

場合には，その在外そ子会社等にとって本密通貨が

機能通貨である， ということになろうjとのべて
いる。染谷，前掲書， 149ページoSFASNO.52で、
は機能通貨決定にあたり考滋すべき指針を挙げて

いるが，最終的精厳は経営殺に委ねられているこ
とには変わりがない。 SFASNo. 52， Appendix 
A， p誌ra.39-46参照のこと。
65)染谷，前掲書， 150ページ参照。

FASBは，機能議震を吊いた外貨換

会導入することにより，換算過程の第一段階で

漉結財務藷表作成の閥的を鎮ねることなく，さ

らに第二段階な経ることで為替相場の変化の経

済的効果を連総財務諸表に反映させることが出

来ると考えたのである。しかも，機能通貨が現

地通賞だとした場合，第一段闘の換算において

は連結子会社の外貨建取引からの為番差損益セ

し，第二二段階において外賞表示財務諸表の

より生じる差額を主義捧調整として連結財

務諸議の持分勘定の中で独立勘定項8として繰

り延べることにより，反対の強かった利主主計算

への来実現の換算議ま院議の算入者と除去したので

ある郎元

しかし，本務主義と現地主義という外貨換算

会計に対ずる綴営姿勢の基本的相遣は，この

SFAS No. 52によって両者共に満足させるこ

とは不可能で、ある。ここの SFASNo. 52 tc.対し

でも，総資巌ニ込グスポ…ジャー概念:や機接選設

の筏用が連絡財務諸表の謀本概念に議合しない

66) ~一段階での外貨建取引から生じた為惨差損益
(主開設sactiongain or 10ss)の処理例外線)Eとし
て， (a)海外子会後への純投資のヘッジのための外

貨建取引および{防長餓的投資の役絡きなも

兄弟子会役認の外貨襲撃取引から生じた為替差損主主

比第二段階に生じる換算調整勘定の中に含まれ
ることになる (SFASNふ 52，para. 20)。他方，
第二段階での換算謁整勘定は，海外子会社への投

資が(a)売却されたワ，またはω完全にあるいはほ
くcompleteor substantially complete) 

清算された場合， その投資から1;.

は，その子会社の発郊あるし

益に含められることになる (SFAS No. 52， para. 
14)。
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とする疑問も投げかけられている 67)。また，

機能通貨の選択で企業の経営者に恋意性を認め

ることにも会計基準の統一の測面から批判され

るのである 68)。

さらに，外貨換算会計はインフレ会計と密接

に結びついている問題として認識されている。

会計上と経済上のエグスポージャーの帯離も，

伝統的歴史的原価会計の枠組の内にある限り解

決されず，為替リスクと投資収益の会計上と経

済上の測定の聞に基本的な差異を生み出し続け

ると主張されている69)。それは，両者が測定値

の再評価の問題を含んでいるからであり，本国

主義と現地主義の主張の対立の解決もインフレ

会計の研究の進展に負うところが大きいとされ

るのである。

しかし，以上みてきたように，外貨換算の基

本的問題は，国際事業活動に対して企業が採用

する経営戦略上の違いがその根底にあるとみる

ことが出来る。そこで， この点を次に検討して

みたい。

五 海外経営戦略と外貨表示財務諸表

換算会計

一一一むすびにかえて一一一

国際通貨体制における変動相場制の登場は，

外貨表示財務諸表が多国籍化した企業の財政状

態や経営成績に及ぼす影響を強めるために， こ

の変動相場制下での適切な外貨換算会計基準を

設定することは会計上の重要な課題となった。

1970年代から1980年代にかけてのアメリカの外

貨換算会計基準の再編過程においては，連結財

務諸表作成に対する本国主義と現地主義という

67) Russell W. Wil1ey，“The F ASB Is in Danger 
of Making Changes for the Worse，" Euro-
money， April， 1981， p. 109， 111. 
68) Giannotti，。ρ.cit.， p. 146. 
69) Giannotti & Walker，。ρ.cit.， p. 118.あるい
は. Frederick D. S. Choi & Gerhard G. 
Muell巴r，lnternational Accounting， Prentice-
Hall， Inc.， 1984， pp. 191-202. 

相反する立場からの主張が対立し，それぞれの

立場を代表する会計基準として SFASNo. 8 

から SFASNo. 52へと移行している。果たし

てどちらの立場がより適切な会計情報を提供す

るだろうか。

本国主義的見地からすれば，海外の連結子会

社は親会社の事業活動の延長線上にみられ，親

会社のキャッシュフローの源泉ととらえられて

いる。ここでの関心は，子会社から親会社への

本国通貨での送金額に集中する。そこで，連結

子会社の外貨表示財務諸表の測定単位を現地通

貨から本国通貨に転換しようとする。すなわ

ち，連結子会社の外貨表示財務諸表を本国の一

般に認められた会計原則，特に歴史的原価会計

に一致させることによって再評価を行うことに

なる。この場合連結財務諸表作成時の換算に伴

う差額は，換算差損益としてその発生年度の

利益計算に含めることが妥当となる。これが

SFAS No. 8での論理である。

他方，現地主義的見地に立つと，海外の連結

子会社は外国通貨で事業活動を行う異なる経済

主体であり，本国親会社はその投資先である連

結子会社の純資産にのみ関わりを有する。ゆえ

に，連結子会社の外貨表示財務諸表は本来の固

有の財務比率を変えることなく連結財務諸表上

で報告通貨に替えられるだけでなければならな

い。この場合，連結子会社の純資産の換算によ

り生じる差額は，その投資の撤退まで未実現で

あり，現在のキャッシュフローになんら影響を

与えるものでなく，純資産の調整額と考えて，

実現時まで繰り延べられるべきだと論ぜられ

る問。これは SFASNo. 52での外貨換算の

立場である。

しかし，企業の経営形態，資金調達や販売

戦略，さらに組織構造は多様である。デロイ

ト・ハスキンズ&セルズ会計事務所 (Deloite・

Haskins & Sells) はこのような個別企業の経営

構造の違いにより， SFAS No. 8のテンポラ

ル法と SFASNo. 52の決算日レート法のどち

70) Choi& Mueller， o.ρ. cit.， pp. 134-135. 
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らを選好するかを分析している。その例を挙げ

てみるとI (1)資本集約的に外国事業活動を行う

企業は，テンポラル法を好む。これは固定資産

の減価償却費が決算日レート法を採用した場合

為替相場変動の影響を受けるようになり，現地

通貨が強い時には費用の増加によって利益は減

少し，現地通貨が弱い時には逆の効果をもたら

すなど利益への影響が大きいからだとする。他

方， (2)非資本集約的なサーヴィス産業の連結子

会社をもっ企業は， (1)のよう lな影響も少く，テ

ンポラル法の下での会計上のエクスポージャー

も小さいために換算方法には中立的だとみる。

さらに， (3)連結子会社の資金調達が主として

ドル建の借入か株式発行により行われている場

合は，テンポラル法を選好する。これはテンポ

ラノレ法の場合， ドル建の負債はこの方法の下で

純貨幣負債となる会計上のエクスポージャーを

増加させなし、からである。しかし， (4)ドル以外

の通貨建での資金調達が多い場合は，決算日レ

ート法が好まれる。これも決算日レート法の下

では純資産となる会計上のエグスポージャーを

減少させることになるからで、ある。 (3)と(4)の場

合は，企業が採用する資金調達の形態に合わせ

て， どちらの方法が会計上のエクスポージャー

を減少させるかが選好の基準となっているので

ある。

最後に連結子会社の現地調達の棚卸資産の

評価方法の違ドをみてみよう。 (5)後入先出法

(LIFO)を採用している時は， すンポラル法を

選好すると予測されている己それは，売上原価

は決算日 Lレートで換算されるのと同様のことと

なりながら，棚卸資産の歴史的ドル原価はなん

ら影響を受けないためで、ある。しかし， (6)先入

先出法 (FIFO)を採用している時は，。テンポラ

ル法で、は会計上のエクスポージャーを増加させ

るために，収益，費用の適切な対応に導く決算

日レート I法が好まれると考えられる。ただし，

その場合でも，棚卸資産の一回転率が早いと，棚

卸資産も売上原価も時価に近くなるために選好

は中立的になると予測されている 7町1り〉

現実的には企業は上に挙げた6つの状況カが:凡Lい、

ろいろ組合わさつた形で、換算方法の選好を行う

ことになるでで、あろう。結局これは 1全員にと

って最良となる方法はありえないJ72) というこ

とfこもなる。

SFASNo.52は，現地主義的アプローチを

採用することが企業の現実の海外事業活動戦略

に合致すると考えてきた。それはひとつに，決

算日レートによる換算は，現地通貨で測定，表

示された連結子会社の財務諸表を報告通貨で、あ

るドルに置き換えるだけであるため，子会社の

経営者に自分の業績評価を理解しやすくさせ，

同時に企業のトップマネジメントにとっても外

貨が測定の単位として残されているので，現地

経営者と同ーの見地から連結子会社の業績を検

証しうる形となるからである。このような連結

子会社の業績評価過程の簡素化によってその機

能をより発揮させることが出来ると考えられ

る73)。

しかし他方で「多くの企業は長年彼らの事

業活動をドルによって経営してきた」附のであ

り，現地通貨は業績評価の尺度とはならないと

する反論もいまだ根強く存在する。それゆえ，

このように反論する者にとっては， SFAS No. 

52のアプローチも意味を失うことになろう。

このように考えてきた時，連結子会社の外貨表

示財務諸表の換算を巡る議論は，企業が海外事

業活動を展開する際の基本的経営戦略の違いと

結びつく側面が強い。

それに関して， ヒーナン (DavidA. Heenan) 

とパールミュッター (HowardV. Perlmutter) 

が，企業組織の国際化と多国籍的企業組織の開

71) FASB Public Record.， 0ρ. cit.， Part 2， pp. 
1040-1041. 

72) Ibid. I p. 1041. 
73) Frederick D. S. Choi & 1. James Czechowicz， 
“Assessing Foreign Subsidiary Performance; 
A Multinational Comparison ". Management 
International Review 23， 1983， p. 19. 
74) FASB Public Record.， 0ρ. cit" Part 1，p. 243. 
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表5:"-1 多国籍企業の海外子会社に対する本社の四志向形態

志 向 形 態
企業の言者側面

園内志向 現地志向 地域志向 世界志向

権限意思決本社に集中 本社集中の相対的 地域/本部に集中お 世界中の本社およ
定 低下 よびまた海外子 び海外子会社の協

会社の協議増大 議

業績評価と人 人事考課と業績評 現地で決定 地域で決定 世界および現地を
事管理 価に本社基準を採 含んだ基準を採用

用

コミュニケ} 海外子会社に対し 本社と子会社関に 総括本部に限られ 相互コミュニケ}
ョン:情報の て大量の命令，指 限定される。子会 るが，地域本社関 ショ γと世界中の
流れ 図i助言を行う 社相互聞ではな および各国間で行 海外子会社聞で行

L 、。 われる われる

出所)D. A.ヒ}ナン， H.V.パーノレミュッター，江夏健一監訳『多国企業一国際化のための組織
開発』文民堂， 1982年， 22ベ}ジの表から一部修正の上抜粋。

発に関する諸問題を検討した時に示している企

業の多国籍化の測定指標に対する考察は興味深

いものである。彼らはそこで，海外子会社数や

所有形態などの構造基準や，海外利益，売上高，

資産あるいは雇用者数の絶対値または企業全体

に対する相対値などの成果基準という客観的基

準だけでは企業の多国籍化の測定には不十分だ

とする。むしろ，国際的な経営活動に対する経

営幹部の考え方を知ることが重要だと考えるの

である 75)。

彼らはこの親会社の経営者の国際的事業活動

に対する基本姿勢を，園内志向 (ethnocentric)，

現地志向 (polycentric)，地域志向 (regiocentric)

および世界志向 (geocentric)の四形態に分類し

た。この四つの基本姿勢により，企業の重要な

経営戦略がどのように変わるかを， ヒーナンと

ξールミュッターが取り上げた幾つかの項目の

うち，権限(意思決定)， 評価と統制， コミュニ

ケーション(情報の流れ)の三つを抜き出して示

したのが表5-1である。

これをみると，連結財務諸表作成時の外貨換

算会計に対する本国主義と現地主義の二つの立

場と，ここに挙げた四分類での基本姿勢にかな

75) David A. Heenan & Howard V. Perlmutter， 
Multinational 0 r ganization Develoρ押wnt，Ad. 
dison-Wesley Publishing Company， Inc.， 1979 
(江夏健一監訳『多国籍企業一国際化のための組
織開発』文員堂.1982年.19-21ページ〉。

りの共通性を見出すことが出来る。本国主義的

な立場は園内志向からの，そして現地主義的立

場は現地志向あるいは地域志向からのひとつの

形の表われ方とみることが出来る。

しかし， ヒーナンとパールミュ γターは，企

業の主たる意思決定領域におけるこのような基

本姿勢の現われ方は通常様々であり，むしろ企

業の行動においては混合化傾向がみられるとし

ている。 しかも rおそらく国内志向から現地
志向に(ついで，ある特定の地域では地域志向に)，

そして最終的には世界志向へと発展するであろ

うJ76) としているが，実際には個別企業の条件

から，地域志向から圏内志向へ向かうという場

合もあり，多国籍化への道は多様であると主張

している。

SFAS No. 52の公聴会で， IBMの代表が企

業にとっての望ましい外貨換算会計の在り方

は， r会社がいかに経営されているかに依存す
るJ77) とのべていることにみられるように，外

貨換算会計の問題が企業の多国籍化における経

76)同上25ベージ。企業の外国籍化の進行度について
は，小林規威教授もヒーナン・パールミュッタ一

両教授同様，本社経営中心から世界的経営までの

発展段階を5段階でとらえて考察している。日本
経済新聞， 1985年8月17日「経済教室」および
1986年2月15日， 10ページ参照。
77) FASB Public Record-Public Hearing Held on 
December 17-19， 22， 1980， February， 1983， 
Part 2， p. 2465. 
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営戦略に深く関わっていると考えるならば，企

業の多国籍化の進展が外貨換算会計基準に反映

されてくるのは必然的現象であると考えられ

る。

果たして現在効力を有している SFASNo. 
52の現地主義的立場が，企業の多国籍化のよ
り進展した段階での見解であるかについてはさ

らに研究が進められるべきであろうが，三節で

みてきたようにアメリカの企業の国際的事業活

動の拡大に伴って，確実に連結財務諸表作成時

の現地主義的立場が広い支持を得るようになっ

てきたので、ある。しかし，この立場を会計基準

に盛り込んだSFASNo. 52も，四節でみたよ
うに外貨換算会計の全ての問題を解決したとは

言えず，インフレ会計との調整などの問題や，

その論理の是非はいまだ残された課題となって

いるのである。

略語表

AICPA: American Institute of Certifi.ed Public 
Accountantsアメリカ公認会計士協会。

APB: Accounting Principles Board会計原則審議

会。
APB Opinion:会計原則審議会意見書。
ARB: Accounting Research Bulletin会計研究公

報。
ARS: Accounting Research Study会計研究叢書。
CAP: Committee on Accounting Procedure会計

手続委員会。
F ASB : Financial Accounting Standards Board 

財務会計基準審議会。
ICAEW: Institute of Charter巴dAccountants in 
England and Wales イギリス勅許会計士協

会。
ICAS : Institute of Chartered Accountants of 
Scot1andスコットランド勅許会計士協会。

NAA: National Association of Accountants全米

会計土協会。
SF AS: Statement of Financial Accounting Stand-
ards財務会計基準書。
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